
 

『雇用調整助成金の手続き簡素化 オンライン申請受付も開始へ』 
 

 厚生労働省は、雇用調整助成金の申請手続の更なる簡素化についての詳細を発表した。概要は以

下の通り。 

 （１）小規模事業主の申請手続の簡略化について：今までは従業員１

人当たりの平均賃金額を用いて助成額を算定していたが、小規模の

事業主（概ね従業員２０人以下）については、「実際に支払った休業手

当額」から簡易に助成額を算定できるようにした。また、休業について

の申請様式を簡略化するとともに、新たに申請マニュアルを作成した。

（２）雇用調整助成金のオンライン申請開始：これまでの、窓口への持参か郵送のみの申請形式を、オン

ラインでの申請も受付開始（３）休業等計画届の提出が不要：初回を含む休業等計画届の提出を不要

とし、支給申請のみの手続とする。（４）助成額の算定方法の簡略化：小規模の事業主以外の事業主に

ついても、支給申請の際に用いる「平均賃金額」や「所定労働日数」の算定方法を大幅に簡素化※源泉

所得税からの算定、「所定労働日数」の算定方法を簡素化（５）雇用調整助成金の申請期限特例：新型

コロナウイルスの影響を受けて休業を行った場合、特例として、支給対象期間の初日が令和２年１月２４

日から５月３１日までの休業の申請期限を令和２年８月３１日までとする。 

 

 『自動走行実現に向け報告と方針 ビジネス検討会がまとめる』 

 
 国土交通・経済産業両省が合同で設置した自動走行ビジネス検討会は「自動走行の実現に向けた

取組報告と方針」バージョン４．０をまとめた。ポイントは（１）無人自動運転サービスの実現と普及に向け

たロードマップ▽早ければ２０２２年度ごろには廃線跡等の限定空間で遠隔監視のみのサービスが開

始▽２５年度をメドに４０カ所以上にサービス拡大＝実現には技術開発のみならず、制度、インフラ、受

容性、コストなどさまざまな検討が不可欠。ロードマップを官民にて共有し、実現に向けて取り組んでい

く。（２）自動運転の高度化に向けた実証実験▽政府目標（２０年に移動サービスの実現や２０年度中の

高速道路でのトラック後続無人隊列走行技術の実現等）達成に向けて着実に

取組みが進んでいることを確認▽移動サービス＝小型カートの長期実証等を

受けて認識技術等を向上、中型自動運転バスを開発▽後続無人隊列走行＝

後続車有人状態で走行範囲を拡大し多様な環境（夜間、トンネル等）で実証。

（３）官民の関係者が連携して取り組む協調領域（１０分野）等の取り組み▽地

図＝１８年度に整備が完了した高速道路の高精度地図について随時更新

データを整備・提供▽安全性評価＝高速道路における日本の交通環境に対

応したシナリオを作成―など。 
 

  出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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